Ⅱ－６　物への費用投下と原状回復
担当：大城、山田
	　Y(現在45歳)は、年収800万円のサラリーマンであり、1998年に2500万円の銀行ローンを組んで、自己所有地上に新築した甲建物を所有し居住していた。Yは、2001年2月2日、勤務先から同年4月1日から2003年3月21日までの間のオーストラリアへの出張を命じられた。Yは家族とともに当地に赴任することとした。そして、甲建物については、その管理を、近所に住む親戚のMに依頼することとし、この旨をMに申し入れた。同年2月14日にMはこれに同意したので、翌日、Yは「何かのときはご迷惑をかけるが、よろしく頼む」と告げて、Mに甲建物の鍵を渡した。Yら家族は、同年3月25日に甲建物を離れ、赴任先へ旅立っていった。
　2002年12月25日、甲建物の所在する地域を震度6強の直下型地震が襲い、多くの建物に破損・倒壊等の被害が生じた。甲建物もすべての窓ガラスが割れ、壁の一部が壊れる被害を受けた。当該地域では、記録が残る限り、このような強い地震が発生したことがなかった。
　Mは、翌日、あらかじめ聞いていたYのアドレスに電子メールで被害を知らせるとともに、応急修理をしようと考えているとの連絡を入れた。しかし、Yからは1週間たっても返事がなかった。この間、Mは、同じ内容のメールを再度Yに送り、また、Yの赴任地の住所に電話も入れたが、Yに連絡することができなかった。
　そこで、Mは、2003年1月20日にX工務店に電話を入れ、「自分はYの親戚で、Yから甲建物の管理をまかされた者である」ことを告げたうえで、甲建物の修理の見積り依頼をした。当日、見積りのために現地を訪れたXの従業員は、当地で災害に便乗した空き巣の被害が急増していることをMに話し、また、壁の破損箇所から見て甲建物の耐震補強が不十分であることを指摘し、この際、余震が来たときのために耐震壁の補強をしておいたほうがよいのではないかと言った。(注。空き巣被害の急増の事実および甲建物の耐震補強が充分でなかった事実は、いずれもそのとおりであった。)。見積額は800万円であった。
　Mは、同月21日、「このままでは甲建物は傷んだままになってしまうし、治安も悪化しているから、私の判断で修理をします。修理の内容については、君も知っているX工務店と相談して工事をしてもらうから、こまかなことはこちらに任せてほしい。返事がなければ、1週間後には私のほうで工事の契約を結びます。見積りは800万円だったが、かなり値引きしてくれそうです」とのメールと電話をYに入れたが、連絡がつかなかった。そこで、Mは、同月30日、X工務店に対し、「甲建物の修理工事をお願いする」と連絡した。そして、Xの助言を入れて、1階のガラスをすべて防犯ガラスにし、また、甲建物には十分な強度の耐震壁が入っていなかったため、該当する壁の大部分を壊した上でそこに耐震壁の補強をしてもらった。この工事は、工期の予定通り、同年3月3日に完成した。防犯ガラスの設置には200万円を要し、また、耐震壁の設置工事には400万円を要したところ、これらの金額について、Mは、工事が始まる前、「工事完成予定日から間もない同年3月31日にはYが帰ってくるから、Yに直接請求してほしい」とXに言っており、Xもこれに同意していた。この間の工事について、契約書は作成していない。
　その後、Mは、同年2月5日に、ようやくYと連絡がとれた。Yは、この1か月間、家族を連れてミクロネシアの離島へ、クリスマスと新年のバカンスに出かけていたのであった。その島では、メールを見ることができなかったし、電話もなかった。Yは、メールを通じて、見積額ならびにXが甲建物につきガラスの取替えと壁の補強工事に着手した事実を知ったが、防犯ガラスの設置されたことは知らなかった。壁の補強にしてもどれほどの規模の工事がされていたのかについても具体的に知らなかったが、地震で壊れたところの補修と今度地震が来ても壊れない程度の補強工事がされたのだろうと考え、「連絡が遅れ失礼しました。甲建物の件では面倒かけてすみません。よろしく頼みます」とのメールを2月5日にMに送っていた。
　Yは、同年3月22日に帰国した。現在は、2003年6月6日である。Yは、現在、甲建物に居住している。Xは、工事代金の支払を受けていない。


（１）XはYに工事代金600万円を支払うよう求めたが、Yが拒否した。そのため、Xは、Mに同金額の請求をした。Mは、これに応じて、2003年6月1日に、600万円を支払った。Mは、Yに600万円を支払ってもらいたい。
（a）Mは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
（b）Mからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。
（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
（イ）これに対して、Mは、どのように再反論をしていけばよいか。
（２）（１）と違って、XはMに工事代金600万円を支払うよう求めたが、」Mが拒否した。そのため、XはYに対してどう金額を請求しようと考えている。
（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。
（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
（イ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。
（１）XはYに工事代金６００万円を支払うように求めたが、Yは拒否した。そのため、Xは、Mに同金額の請求をした。Mはこれに応じて、２００３年６月１日に、６００万円を支払った。Mは、Yに６００万円を支払ってもらいたい。
文責　大城
（a）Mは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
１．まず、MはYに対して委任に基づく費用償還請求を行うことが考えられる。
委任契約とは、ある者(受任者)が他の者(委任者)から委託されて「法律行為」を行うことを目的とする契約である。(民法643条)
受任者が委任事務を処理するのに必要と認めるべき費用を支出したとき、受任者は、委任者に対し、その費用および支出の日以後における利息の償還を請求することができる。（民法６５０条１項）
この場合、Mの請求原因として、以下のものが挙げられる。
1 委任契約の締結と締結日
2 Mが委任事務処理に必要な費用を支払ったこと
3 Xと請負契約を締結したこと
4 工事が完成したこと
5 請負報酬を支払ったこと
（あてはめ）
1 Yは甲建物についての管理を、Mに依頼することとし、この旨をMに申し入れ、2001年2月14日にMはこれに同意しているので、2月14日に委任契約が締結されている。
2 Mは、Xの請求に応じて、2003年6月1日に、工事代金600万円を支払っている。
3 Mは、Xに2003年1月30日に甲建物の修理工事を依頼し、工事代金については、Yに直接請求してほしい旨を伝えており、Xがこれに同意しているので請負契約が締結されている。
4 2003年3月3日に工事が完成している。
5 Mは、請負報酬として、2003年6月1日にXに600万円を支払っている。
したがって、Mは受任者の費用償還請求権に基づき、委任者Yに対して甲建物工事につき立て替えた費用を請求することができる。
委任契約が認定できない場合には、以下の請求が考えられる。

２．事務管理に基づく費用償還請求を行う場合
事務管理とは、委任その他の契約（例えば、組合、雇用、請負、寄託等）または法律の規定によって義務を負担しているのでないにもかかわらず、他人の事務を管理する場合であって、管理者が他人のために管理する意思を有している場合のことを言う（民法６９７条）
事務管理の成立要件としては、以下のものがある。
1 他人の事務
2 その事務の管理
3 他人の事務を管理する義務の不存在
4 他人のためにする意思（管理意思）
5 本人の意思・利益に反していることが明らかでないこと
（あてはめ）
1 甲建物は、Yの所有物であるため、甲建物の管理・修理は他人の事務である。
2 Mは、Yが不在の間、甲建物を管理しており、地震で破損した甲建物の修理を依頼するなど、事務の管理をしているといえる。
3 Mは、Yが不在の間、甲建物の管理を任されただけであり、修理請負契約を締結する義務はなかったと考えられる。
4 Mは、甲建物に居住しているわけではなく、Yのために甲建物の修理を依頼している。
5 甲建物の修理について、Mは何度もYにメールを送っており、2003年2月5日にYもそれを承諾する旨のメールを送っている。また、2003年3月22日に帰国した後もYは甲建物に居住しており、甲建物の修理は、Yの利益に適合しているといえる。
したがって、MはYに対して、事務管理に基づく費用償還請求権により、甲建物工事につき立て替えた費用を請求することができる（701条1項）。
３．次に、民法196条に基づく費用償還請求をすることも考えられる。
	☆民法196条（占有者による費用の償還請求）
１項　占有者が占有物を返還する場合には、その物の保存のために支出した金額その他の必要費を回復者から償還させることができる。ただし、占有者が果実を取得したときは、通常の必要費は、占有者の負担に帰する。
２項　占有者が占有物の改良のために支出した金額その他の有益費については、その価格の増加が現存する場合に限り、回復者の選択に従い、その支出した金額又は増価額を償還させることができる。ただし、悪意の占有者に対しては、裁判所は、回復者の請求により、その償還について相当の期間を許与することができる。


占有者が、占有物の保存のために支出した費用を必要費といい、占有物の改良のために支出した費用を有益費という。

（あてはめ）

　Mは空き巣被害の急増を知り、それに備えて防犯ガラスを設置している。空き巣被害に遭うことはYの財産を減少させることであるため、占有物(甲建物)の保存に差し支えが生じることになる。よって、防犯ガラス設置のために支出した200万円は必要費であると考えられる。

　また、Mは、十分な強度の耐震壁が入っていなかった部分の壁を壊した上でそこに耐震壁の設置をしている。甲建物の所在する地域では、このような強い地震が発生したことがないことを考慮すると、この耐震壁の設置のために支出した400万円は甲建物の改良のための有益費であると考えられる。
　したがって、MはYに対して、防犯ガラス設置のための200万円を占有物保存のための必要費として、耐震壁の設置のための400万円を占有物の改良のための有益費として償還請求することができる。
４．さらに、Yが不当利得の返還義務を負っていると主張することも考えられる。


不当利得の成立要件としては、以下の物が挙げられる。

1 「法律上の原因」の欠如

他人の財産または労務によって得た利益が「法律上の原因」を欠くこと

2 「受益」・「損失」と「因果関係」

利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした

⇒効果

受益者は現存利益を返還する義務を負う。

（あてはめ）

1 MY間では甲建物の管理に関する委任契約が成立しておらず、法律上の権利・義務関係は存在しない。
2 Yは甲建物につき、耐震壁の補強や防犯ガラスの設置などの利益を得ていると言える。一方、Mは甲建物工事のための工事費600万円をXに支払っており、財産が減少したと考えられ、損失があると言える。

　したがって、Mは、Yは現に存する限りにおいて甲建物の利益を返還する義務を負っていると主張することができる。
（b）Mからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。
（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
１．Mが、Yに対して委任に基づく費用償還請求を行う場合

　ここで、Yは（ⅰ）Mの善管注意義務違反を主張する場合と（ⅱ）Mの無権代理を主張する場合の２つが考えられる。

（ⅰ）Mの善管注意義務違反を主張する場合
MY間では、委任契約が締結されており、受任者であるMは善管注意義務を負っている。Yの年収は、800万円であり、甲建物は2500万円である。それに対して甲建物の修理代金は、600万円という高額なものであり、一階のすべてのガラスを防犯ガラスにするのにかかる費用が必要であるとする判断は、善管注意義務に反するといえる。したがって、YはMの委任に基づく工事代金600万円の償還請求を拒否することができる。

（ⅱ）Mの無権代理を主張する場合

MY間では、委任契約が締結されているが、その際付与されている代理権は、甲建物の管理に関する代理権であり、Mが締結した修理請負契約は、代理権の範囲外の行為であると主張することが考えられる。第3者であるXとの関係においては、表見代理が成立すると考えられるが、Xは、既にMにより工事代金600万円の支払いを受けているため、ここでは、MY間における無権代理として考える。Mの行為が無権代理である以上、Yに当該修理請負契約の効果は帰属しないため、YはMの委任に基づく工事代金600万円の償還請求を拒否することができる。
２．Mが、Yに対して事務管理に基づく費用償還請求を行う場合
Yの抗弁として、以下のものが考えられる。
ⅰ）民法700条に基づくもの
ⅱ）民法702条3項に基づくもの
ⅲ）委任契約を締結していることに基づくもの
ⅰ）民法700条但書に基づいて反論する場合
	☆民法700条（管理者による事務管理の継続）
管理者は、本人またはその相続人若しくは法定代理人が管理をすることができるに至るまで、事務管理を継続しなければならない。ただし、事務管理の継続が本人の意思に反し、又は本人に不利であることが明らかであるときは、この限りでない。


事務管理による債権関係が成立するためには、「他人のためにする意思」の存在だけでは足りず、管理行為を引き受けた時点で、その事務の管理が現実に本人の意思および利益に適合しているのが明らかな場合でなければならない。
（あてはめ）
Yは、Mに対して、“甲建物の管理”を依頼しているだけであるが、甲建物の修理の際、１階のガラスをすべて防犯ガラスにする等、その事務の管理が現実に本人の意思および利益に適合しているのが明らかであるとはいえないと考えられる。したがって、Yは、Mの事務管理に基づく費用償還請求を拒否することができる。
ⅱ）民法702条3項に基づいて反論する場合
	☆民法702条（管理者による費用の償還請求）
1項　管理者は、本人のために有益な費用を支出したときは、本人に対し、その償還を請求することができる。
2項　第659条第2項（受任者が負担した債務の代弁済請求）の規定は、管理者が本人のために有益な債務を負担した場合について準用する。
3項　管理者が本人の意思に反して事務管理をしたときは、本人が現に利益を受けている限度においてのみ、前2項の規定を適用する。


（あてはめ）
甲建物の修理の際、１階のガラスをすべて防犯ガラスにする等、その事務の管理がYの意思に反しているということができ、YはMに対して、702条3項に基づき、工事代金600万円の減額を主張することができると考えられる。
ⅲ）委任契約を締結していることに基づくもの
事務管理は、契約や法律の規定による義務を負担していないにもかかわらず、他人の義務を管理する場合であって、管理者が他人のために管理する意思を有している場合のことをいう。（民法697条）したがって、MY間に委任契約が成立している場合には、事務管理は成立しない。
（あてはめ）
Yは甲建物についての管理を、Mに依頼する旨をMに申し入れ、2001年2月14日にMはこれに同意しているので、2月14日に委任契約が締結されている。したがって、Yは、Mに対して、工事代金600万円の支払いを拒否することができる。
３．MがYに対して民法196条に基づく費用償還請求をする場合
　Yの抗弁としては、増加価値の消滅を主張することが考えられるが、本件では、工事によって設置された防犯ガラスや耐震壁の価値が消滅しているとはいえないので、これを主張することはできないと考えられる。

４. MがYの不当利得返還義務を主張する場合

Yは、Mのした甲建物の修理工事が「利得の押しつけ」であると主張することが考えられる。
☆★「利得の押しつけ」とは　★☆

　費用利得が問題となる場面において、受益者は、その費用投下の結果が自己にとって価値あるものを超えて支出者に填補する必要がないという考え方。すなわち、押しつけられた利得については、受益者は返還する必要がないと解するのである。

　私的自治の原則と財産権絶対の原則の下では、自己の財産管理に対する介入（他人による費用投下）がされ、これにより自己に有利な（または、少なくとも不利にならない）財産的価値の増加が生じている場合であっても、その価値増加の結果を受け入れるかどうかについては、財産管理主体（受益者）自身がみずからの主体的判断により決定することができる。したがって、押しつけられた利得について、受益者は返還する必要がないのである。

（あてはめ）

YはMに対して“甲建物の管理”を依頼したにも関わらず、防犯ガラスの設置等も含む本件での甲建物の修理は“甲建物の管理”の範囲を越えており、「利得の押しつけ」であると言える。すなわち、Mによる費用投下の結果はYにとって価値あるものを超えているため、Yには支出する義務がない。

（イ）これに対して、Mは、どのように再反論をしていけばよいか。
１．Mが、Yに対して委任に基づく費用償還請求を行う場合
（ⅰ）Yが、Mの善管注意義務違反を主張する場合
2003年1月21日、Mはメールで修理請負契約を締結することや契約のこまかな内容等の決定は任せてほしいということを伝えており、これに対して、Yは、同年2月5日に「よろしく頼みます」とのメールを送っている。これにより、YはMが工事の内容について決定することを認めている。また、今回の修理工事は、通常の使用による破損の修理ではなく、過去に発生したことのない強い地震によるものであり、その修理費用として600万円が高額であるとはいえないと考えられる。したがって、Mは善管注意義務を果たしていたということができる。よってMは、Yに対して、委任に基づく費用償還請求権に基づき、工事代金600万円の支払いを求めることができる。

（ⅱ）Mの無権代理を主張する場合

2003年1月21日、Mはメールで修理請負契約を締結することや契約のこまかな内容等の決定は任せてほしいということを伝えており、これに対して、Yは、同年2月5日に「よろしく頼みます」とのメールを送っている。これにより、YはMの無権代理行為を追認したと考えられる。したがって、Mの無権代理行為は遡及的に有効となり、契約の効果（ここでは修理工事費用の支払い義務）はYに帰属することになるといえる。よってMは、Yに対して、委任に基づく費用償還請求権に基づき、工事代金600万円の支払いを求めることができる。
２．Mが、Yに対して事務管理に基づく費用償還請求を行う場合
Mの再抗弁としては、事務管理の追認が考えられる。
本人が、事務管理を追認した場合には、事務管理の成立を管理行為時に遡及させてよいとされている。

（あてはめ）
2003年1月21日、Mはメールで以下のことを伝えている。
・治安が悪化していること
・こまかなことは任せてほしいということ
・返事がなければ、１週間後に工事の契約を結ぶということ
これに対して、Yは、同年2月5日に「よろしく頼みます」とのメールを送っている。これにより、YはMの事務管理行為を追認したと考えられる。したがって、Mの事務管理行為は遡及的に有効となり、契約の効果（ここでは修理工事費用の支払い義務）はYに帰属することになるといえる。よってMは、Yに対して、事務管理に基づく費用償還請求権によって、工事代金600万円の支払いを求めることができる。
（２）（１）と違って、XはMに工事代金６００万円を支払うよう求めたが、Mが拒否した。そのため、Xは、Yに対して、同金額を請求しようと考えている。
文責　山田

（ａ）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

１．まず、XはYに対して、請負契約に基づいて請負報酬支払請求をすることが考えられる。すなわち、Yの代理人であるMが締結した請負契約の効果をYに帰属させようとするのである。
　ここでXはYM間の委任契約の成立を立証し、基本代理権の存在を明らかにする必要がある。委任は、委任者と受任者との間で、一定の事務を処理することを約することによって成立する諾成契約である（民法643条）。法律行為の委託の場合、代理権の授与を伴うのが通常である。（問屋・仲買人・準委任など、代理権の授与を伴わない委任もあり得る。）

また、請負契約に基づく報酬支払請求のため、Xの請求原因として、以下のものが挙げられる。

①Mと請負契約を締結したこと
②工事が完成したこと
（あてはめ）
2001年2月15日、「何かのときにはご迷惑をかけるが、よろしく頼む」とYが言っていることから、甲建物につき修理請負契約等の事務も頼んでいると考えられる。2003年1月30日、MはXに甲建物の修理工事を依頼し、工事代金については、Yに直接請求してほしい旨を伝えており、Xがこれに同意しているので請負契約が締結されている（①）。2003年3月3日に工事が完成している（②）。

よって、Mの行為は代理権に基づいた行為であり、代理行為の効果、すなわちXに対する報酬支払義務はYに帰属すると考えられる。

２．次に、XはYに対して転用物訴権に基づいて600万円を請求することが考えられる。

　転用物訴権とは、契約上の給付が契約の相手方以外の第三者の利益になった場合に、給付をした契約当事者が第三者（受益者）に対してその利益の返還を請求することのできる権利である。

　　転用物訴権を広く承認


転用物訴権の成立範囲を限定
1 Mの無資力によりXの債権回収が事実上不可能であること

2 Yが対価関係なしに（Mとの関係において無償で、もしくは、Yの利得保有に対応する反対債権をMが有することなしに）Xの労務・財貨から利益を受けている場合

以上の2点をともに満たす場合にのみ、転用物訴権が認められると解するのである。無償で受益したYの保護が弱くなるのはやむを得ないのであって、無償で受益したYよりもXを保護すべきであるから、妥当である。
（あてはめ）

本件において、YM間に報酬などの特約はなく、甲建物の工事によってYは無償で利益を受けていると言える（②）。よって、Mが無資力の場合（①）に限り、XはYに対して不当利得返還請求権を行使し、６００万円の支払いを請求することができると考える。

３．さらに、XはYに対し債権者代位権に基づいて600万円を請求することが考えられる。

　債権者代位権とは、債権者が自己の債権を保全するために、債務者が第三者（第三債務者という）に対して有する権利を債務者に代わって行使する権利である（民法423条1項）。

債権者代位権の成立要件

1 債権を保全するため必要であること（債務者が無資力であること）

2 債務者が権利を行使していないこと

3 被保全債権が存在すること

4 被保全債権の弁済期が到来していること

（あてはめ）

ここでは、甲建物の修理工事をXMでの請負契約と解し、債務者Mの有する第三者Yに対する委任契約に基づく費用償還請求権を債権者Xが代位すると考える（下図参照）。MはYに対し費用償還請求権を行使しておらず②の要件は満たしている。またXは請負契約に基づくMへの被保全債権を有しており（③）、その弁済期は２００３年３月３１日であると解することができるため、その弁済期も到来している（④）。よって、転用物訴権と同様に、Mが無資力の場合（①）に限り、Xは債権者代位権を行使し、Yに対して６００万円の支払いを請求することができると考える。

（図）　（ⅰ）委任契約に基づく費用償還請求権　　　　　　　※Xが（ⅰ）を代位する
　Y　　　　　　　　　　　　　　　M

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ⅱ）請負契約に基づく報酬支払請求権
　　　　　　　　　　　　　　　　　X
（ｂ）Xからの請求を受けたYは、どのように反論していけばよいか。

（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。

１．請負契約に基づく請負報酬支払請求の場合
　YはMの無権代理を主張することが考えられる。

　代理は代理権の存在を前提とするため、代理権がないにもかかわらず代理行為がされた場合は、代理行為としては無効であって、本人に対して何らの法律効果をもたらすものではない（113条1項）。

（あてはめ）
　YはMに対して甲建物の管理という法律行為ではない事務を依頼しているに過ぎない。2001年2月14日Mがこれに同意して準委任契約が成立している。法律行為ではない事務を依頼しているため、代理権の授与は伴っておらず、Mのした請負契約は無効である。したがって、Xに対する報酬をYが支払う義務はないため、Yは600万円の支払を拒否することができる。
２．転用物訴権の場合

　Mの行為は甲建物の管理の範囲を超えており、利得の押しつけにあたると主張することが考えられる。
（あてはめ）

YはMに対して“甲建物の管理”を依頼したにも関わらず、防犯ガラスの設置等も含む本件での甲建物の修理は“甲建物の管理”の範囲を越えており、「利得の押しつけ」であると言える。すなわち、Mによる費用投下の結果はYにとって価値あるものを超えているため、Yには支出する義務がない。

（イ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。

１．請負契約に基づく請負報酬支払請求の場合
ここでは表見代理が問題となる。

表見代理とは、相手方が代理人につき代理権があると信じたことがもっともだと思われる客観的事情が存する場合、本人にその効果（代理効果）を帰属させ、あたかも代理権があったのと同様の扱いをする制度である。109条（代理権授与表示の表見代理）、110条（権限外の行為の表見代理）、112条の（代理権消滅後の表見代理）がある。


民法110条の権限外の行為の表見代理の成立要件として、以下のものが挙げられる。

1 基本権限の存在

2 権限外の行為

3 第三者に「正当な理由」があること

この「正当な理由」とは、一般的に、代理権があると信じたことについて相手方の「善意・無過失」と解されている（通説・判例）。

（あてはめ）

1 YはMに対して甲建物の管理を依頼しており、2001年2月14日にMがこれに同意して委任契約が成立している。これに伴い、甲建物の管理に必要な法律行為をするための代理権を授与していると考えられる。

2 Yは甲建物の管理を頼んだのであり、壁の補強工事や防犯ガラスの設置についての代理権は授与していなかったと考えられる。

3 2003年1月20日、MはXに対して「自分はYの親戚で、Yから甲建物の管理をまかされた者である」と言っていることから、Mが代理権を有していると信じるにつきXは正当な理由を有していると言える。
　したがって、XはYに対して請負報酬支払請求権に基づき、600万円の支払いを請求することができる。
２．転用物訴権の場合

　ここでXは、Yが不当利得の返還義務を負っていることを主張することが考えられる。

不当利得の成立要件としては、以下のものが挙げられる。（再掲）
3 「法律上の原因」の欠如

他人の財産または労務によって得た利益が「法律上の原因」を欠くこと

4 「受益」・「損失」と「因果関係」

利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした

⇒効果
受益者は現存利益を返還する義務を負う。

（ただし、悪意の受益者はその受けた利益に利息を付して返還しなければならない。）

また、ここで甲建物の工事につきYが悪意であったか否かが問題となる。

この点、民法は到達主義を原則としている（民法97条1項）。到達とは、法律効果の発生を意欲する意思表示が、社会通念上、相手方の了知できる支配圏内に入ったことであり、相手方が実際に了知したことを要しない。
（あてはめ）

3 XY間では直接に甲建物の修理工事に関する請負契約を締結しておらず、法律上の権利・義務関係は存在しない

4 Yは甲建物につき、耐震壁の補強や防犯ガラスの設置などの利益を得ていると言える。一方、Xは甲建物工事にあたり労務を費やし、材料費等の財産も減少したと考えられ、損失があると言える。

2003年1月21日、Mは甲建物の工事についてYにメールを送っている。Yは当時ミクロネシアの離島におりメールを見ることができない環境にあったとはいえ、Mの甲建物の工事に関する意思表示はYが了知できる支配圏に入っていると言える。よってYは悪意である。

したがって、YはXに対して受けた利益600万円に利息を付して返還しなければならない。
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ブルドーザー事件【最判昭４５・７・１６　民集２４巻７号９０９頁】


事件の概要


　Y所有のブルドーザーを賃借していたMが、これをXに修理させ、引渡しを受けた後に倒産した。これにより、Mに対するXの修理代金債権の回収は事実上不可能となった。他方、Yは、M倒産後にMからブルドーザーの返還を受け、これを他に売却した。そこでXがYを相手どり、Yが修理代金相当の価値を不当に利得しているとして、その返還を求めた。


判決要旨


　XがY所有のブルドーザーをその賃借人Mの依頼により修理した場合において、その後Mが無資力となったため、Mに対するXの修理代金債権の全部または一部が無価値であるときは、その限度において、XはYに対し右修理による不当利得の返還を請求することができる。修理費用をMにおいて負担する旨の特約がMとYの間に存したとしても、XからYに対する不当利得返還請求の妨げになるものではない。





【最判平７・９・１９　民集４９巻８号２８０５頁】


事件の概要


　YがMに自己所有建物を営業用建物として賃貸した。その際、Y・M間での賃貸借契約中では、Mが権利金を支払わないことの代償として、この建物の修繕、造作の新設、変更等の工事はすべてMが負担する旨の特約が交わされていた。この状況下で、XがMからこの建物の修繕工事を請け負い、修繕工事をして工事完成後にMに引き渡したところ、その後にMが行方不明になり、Xの残代金債権の回収は事実上不可能な状況に陥った。他方、Yは、Mによる無断転貸を理由に賃貸借契約を解除し、建物を自分のもとに引き上げた。そこで、XがYを相手どって、残代金相当額につき不当利得返還請求をした。


判決要旨


　XがMとの間の請負契約に基づき修繕工事をしたところ、その後Mが無資力になったため、XのMに対する請負代金債権の全部または一部が無価値である場合において、当該建物の所有者Yが法律上の原因なくして修繕工事に要した財産及び労務の提供に相当する利益を受けることができるのは、YとMとの間の賃貸借契約を全体としてみて、Yが対価関係なしに利益を受けたときに限られるものと解するのが相当である。





☆民法703条（不当利得の返還義務）


法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の有する限度において、これを返還する義務を負う。


☆民法704条（悪意の受益者の返還義務等）


悪意の受益者は、その受けた利得に利息を付して返還しなければならない。この場合において、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う。





☆民法109条（代理権授与の表示による表見代理）


第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は、その代理権の範囲内においてその他人が第三者との間でした行為について、その責任を負う。（以下、省略）


☆民法110条（権限外の行為の表見代理）


前条本文の規定は、代理人がその権限外の行為をした場合において、第三者が代理人の権限があると信ずべき正当な理由があるときについて準用する。





☆民法703条（不当利得の返還義務）


法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の有する限度において、これを返還する義務を負う。
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